	経済情勢トピックス《資本金100億円以上の大阪本社企業の推移》


	大阪府内における資本金100億円以上の大企業の本社機能の流出は、2009～2014年にかけても、大阪単独本社から複数本社企業へ、複数本社企業から元大阪本社企業へという形態で継続している。
流出件数は、Ｍ＆Ａや事業再編が2000年代よりも落ち着いたことにより減少しているものの、新たに資本金100億円以上の企業へと成長する企業が減っていることにより、府内の資本金100億円以上の企業数は合計では減少した。


１．はじめに

人口減少社会への移行により「消滅自治体」の発生さえ懸念される状況の下、政府は、地域活性化や中長期ビジョンを策定する新組織として「まち・ひと・しごと創生本部」を発足させた。その中で、地方における企業の拠点強化を促進する特例措置が創設された。これは、地方拠点の強化・拡充を行う企業に対する税制等の支援措置を行うものであり、支援対象地域は、東京圏、中部圏中心部、近畿圏中心部を除く地域である。地方にある企業の本社機能等の強化を支援する「拡充型」と、本社機能を東京23区から地方へ移転した企業を支援する「移転型」があり、移転の場合、拡充型よりも支援措置が手厚くなされる。大企業の本社機能の東京一極集中は激しく、これを是正することを通じて地方経済を活性化する試みである。

ところで、本社部門の立地は、地域経済に以下のような機能をもたらすと考えられる。

（１）本社スタッフ等の「雇用創出」機能
（２）本社機能に付随する情報システム構築サービス等の地元企業への発注などの「域内産業への波及」効果
（３）本社管理部門などのサービスを工場や営業所など支所が立地する地域へ提供する「移出」部門としての機能
（４）本社が意思決定を行う機能を有することからビジネスチャンスが創出される場となることによる「新たな事業機会の創出」機能
（５）法人二税や従業者の住民税などの「税収の涵養」
こうしたことから、本社機能が集積することは、地域経済の発展にとって、きわめて重要である。

　大阪府では、高度経済成長期以降に巨大企業の本社機能が東京都など府外へ流出することが問題視されてきた。そのため、本社機能の実態と移転状況を明らかにするための調査を2003年度に実施し、今後に向けた対応について検討した
。同調査では、大阪府における本社立地の推移について、東洋経済新報社『会社四季報』を用いて、資本金100億円以上の企業を対象に、5年ごとの変化を調査、分析するとともに、そうした企業等64社に対してヒアリング調査を実施した。さらに、大阪府・京都府・兵庫県内の資本金100億円に満たない上場・店頭公開企業を含めた企業に対して、アンケート調査を実施し、本社機能の地域的な配置状況と移転の実態について調査した。その結果、企業規模拡大に伴い、広報・ＩＲ（Investor Relations：投資家向け情報提供）、国際関連、経営企画などの本社機能が東京都へシフトしていく傾向にあり、複数本社制の採用企業での本社機能の集約や企業合併を契機とした東京への一元化が進んでいることを明らかにした。
その後は、5年ごとに『会社四季報』を用いて、資本金100億円以上の大阪本社企業の移動状況を調べ、『なにわの経済データ』等
で報告してきた。
本稿では、近年における大阪府からの本社機能移転の状況について、『会社四季報』（2015年新春版）を用いて2009～2104年の変化について調べた結果を中心に報告する
。
2． 資本金100億円超の法人は東京一極集中が強まる
国税庁統計によると、わが国において、資本金100億円超の普通法人は2013年度現在で1,119法人ある。その6割が東京都に立地しており、巨大企業の本社が東京一極集中の状況にある。1990年度以降の推移をみると、2000年代に東京都への集中度が高まっている（図1）。特に、2000年代後半の集中が顕著であり、2013年度にかけても高止まりしている。一方で、大阪府のシェアは低下したものの、2010年度から2013年度については下げ止まっている。このように、資本金100億円超の普通法人は、東京都に集中しており、近年、その傾向が強まる一方で、大阪府の相対的な地位低下が続いているが、こうした変化が、域内企業の成長や衰退によってもたらされたのか、府県を越えた移転によってもたらされたものであるかは不明である
。

図１　資本金100億円超の普通法人数
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（出所）国税庁『国税庁統計年報』及びウェブサイト。

（注）2010年度以前は、「100億円以上」。

帝国データバンクでは、2005年から2014年の10年間に東京都から本店所在地の転出が判明した企業や東京都への転入が判明した企業について集計している
。それによると、他の道府県から東京都へ転入した企業は5,674件、東京都から他道府県へ流出した企業は7,773件と転出企業が上回り、2,099社の転出超過となっている
。東京都へは企業の流入がある一方で流出も多く、このことにより企業移転により企業集積の一極集中が生じているとは言い難い
。しかし、規模別にみると、年商100億円以上の企業の転入は341社であり、転出の267社を上回っており、規模の大きな企業は東京都への流入の方が多いことが示されている。同調査では、大阪府からの規模別の転出入状況は示されていないが、規模の大きな企業については転出が転入を上回るとみられる
。
３．資本金100億円以上の上場企業は大都市に集中
次に、具体的な企業名が明らかな『会社四季報』から、資本金100億円以上の上場企業の本社立地状況をみていこう。『会社四季報』は、全国の上場企業の「本社（本店）（本部）」として、「実質上の本社所在地」を掲載するとしている。資本金100億円以上の企業は826社あるが、その本社所在地がいずれの府県かをみると、455社（55.1％）が東京都に立地している（図2）。『国税庁統計年報』における2013年の集中度よりは若干低いものの、過半数の企業が東京に集中している。次いで多いのが大阪府で99社（12.0％）、愛知県40社（4.8％）となっている。京浜、中京、京阪神の6都府県で8割を超える集中度となっており、資本金100億円以上の上場企業の本社は、大都市圏中心部に集中している。
図２　資本金100億円以上の上場企業の本社立地別分布
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（出所）東洋経済新報社「会社四季報」2015年各第１集より作成。
一方で、地方では資本金100億円以上の企業は、地方銀行など1、2社のみというケースも少なくない。このため、各府県の動向をみても本社機能の流出が大きな問題とは認識されにくい。これに対して、大阪府内には、資本金100億円以上の多様な業種の企業が多数集積しているため、府外流出が目立つとも言える。

４．大阪本社企業数の減少は緩やかに続く
　『会社四季報』を5年ごとに調べ、大阪府内に本社を置く企業を大阪本社企業として、その推移を図3に示した。ここで、本社（本店、本部）としての記載が大阪府内のみであれば「第Ⅰ分類：単独本社企業」、複数ある場合には、他府県本社所在地の上に記載されている所在地が大阪府内であれば「第Ⅱ分類：複数本社企業[主]」、他府県本社所在地の下に記載されている所在地が大阪府内であれば「第Ⅲ分類：複数本社企業[従]」としている。また、過去の調査時点に大阪府内に本社を置いていたことが確認でき、現在は他府県にのみ本社を置いている企業を「第Ⅳ分類：元大阪本社企業」とした。
　資本金100億円以上の大阪本社企業数（第Ⅰ～Ⅲ分類）は1999年が最多で、2000年頃をピークに減少に転じている。その一方で、元大阪本社企業数が増加しており、大阪府から他府県への本社移転が継続していることがわかる。

　このように、2009～2014年にかけても、大阪単独本社から複数本社企業へ、複数本社企業から元大阪本社企業へという本社機能の「流出」は継続している。
　大和ハウス工業は、2013年の4月1日付で東京支社を東京本社に格上げし、大阪本社との2本社制にした。日本経済新聞によると、登記上の本社は引き続き大阪とし、組織変更や社員の異動、機能の移管はない。東京に比べ人員や売り上げ規模で大きな開きがある他地域の支社との違いを対外的に示すことで、首都圏での営業をやりやすくすることが複数本社制にする理由とされる（「日本経済新聞」2013年2月16日）。
また、大日本住友製薬も、2013年7月1日より東京支社を東京本社に改称し、東西両本社制を敷くことにした。同社は、2013年7月に「本社組織および開発本部を中心に、グローバル戦略に関わる部門の東京へのシフトをさらに進めることにし（略）、本社組織の多くが東京に所在することとなるため、大阪・東京の両拠点を本社とする「東西両本社制」を敷く」ことにした。「東西両本社制に移行することにより、意思決定プロセスの効率化、業務執行のスピードアップおよび情報収集力の強化を図るとともに、さらなるグローバル化の進展に確実に対応できる体制とし、より一層の経営効率を追求」するとしている
（同社によるニュースリリース「東西両本社制への移行に関するお知らせ」2013年7月1日）。
　このように、首都圏の市場規模の大きさやグローバル化への対応といった高度経済成長期以降から継続している理由により現在も本社機能の流出が続いている。

図３　大阪府における資本金100億円以上の
企業の本社数の推移
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（出所）東洋経済新報社「会社四季報」1985、1990、1995、2000、2005、2010、2015年各第１集より作成。

（注）第Ⅰ分類（単独本社企業）＝大阪にのみ本社を置く企業。第Ⅱ分類（複数本社企業[主]）＝複数本社制を採用し、大阪に主たる本社を置く企業。第Ⅲ分類（複数本社企業[従]）＝複数本社制を採用し、他府県に主たる本社を置く企業。第Ⅳ分類（元大阪本社企業） ＝昭和59年以降のいずれかの調査時点に大阪に本社を置いていたが、現在は置いていない企業。

非上場の相互会社及び、上記調査年以外に大阪本社の記載があったが各調査年には大阪本社の記載がなかった企業は過去に遡って対象外としたため、大阪産業経済リサーチセンター『2014年度版　なにわの経済データ』以前に掲載された社数とは一致しない。
一方、複数本社制を導入している企業が、東京単独本社へと移行する事例も続いている。大林組は2010年4月に東京本社を本社および東京本店に組織改正、本店を大阪本店に改称、7月には登記上の本店所在地を大阪市から東京都港区に変更した。旭化成も、東京（千代田区）・大阪（大阪市：本店）の2ヶ所に分かれている本社機能を2014年10月1日付けで東京に集約し、定款上の本店所在地を大阪市北区中之島から東京都千代田区に変更した。

　複数本社制を導入した企業では、東京での事業活動の比重が大きくなると、「登記上の本社」も移転するなどして「大阪本社企業」から離脱していくといった事例が現在も続いている。

４．大阪本社企業の流出は減少するも成長企業も減少
図３は、各時点でのストックとしての企業数を示すものであり、どのような流出入等の結果として、企業数が減少しているのかは示されていない。そこで、各期間における本社移動状況をみると、1999～2004年にかけて、本社機能の大阪府からの「流出」が急増し、2004～2009年にかけても高い水準にあった。しかし、2009～2014年にかけての「流出」件数は大きく減少した。また、「対象外」の件数も、2009～2014年にかけて大きく減少した。
　1999～2009年にかけて「流出」や「対象外に」が多かったのは、Ｍ＆Ａが盛んに行われたからである。この時期、大阪本社企業と府外本社企業が合併し、府外に本社を置くことによる、大阪府内の本社機能「流出」が多く見られた。例えば、ＵＦＪホールディングス（大阪府）と三菱東京フィナンシャルグループ（東京都）の合併による三菱ＵＦＪフィナンシャルグループ（東京都）、大丸（大阪府）と松坂屋（愛知県）との合併によるJ.フロントリテイリング（東京都）、藤沢製薬（大阪府）と山之内製薬（東京都）の合併によりできたアステラス製薬（東京都）などがある。
また、「対象外に」なるケースとしては、大阪府内企業が買収されて上場廃止になったり、大阪府内本社企業同士が合併して企業数が減るケースが多かった。前者の事例としては、ＧＥによる三洋電機クレジットの買収による上場廃止、住友商事による住商リースの子会社化による上場廃止など、後者の事例としては池田銀行と泉州銀行の合併、阪急電鉄と阪神電気鉄道との合併などの事例がみられた。
2009～2014年にかけても、住友信託銀行と中央三井トラスト・ホールディングスとの合併や、住友金属と新日本製鉄の合併に伴う本社機能の流出がみられた。また、イズミヤがエイチ･ツー･オーリテイリングと経営統合したことにより上場廃止となったり、三洋電機、パナソニック電工がパナソニックにより子会社化にされたことで上場廃止となったりしたことにより「対象外に」なるケースがみられた。しかし、全体としてみれば、本社の「流出」や「対象外に」なる件数は減少した。
一方で、2004～2009年にかけて持ち直していた「新規」の件数が2009～2014年にかけて減少した。このことが、流出件数が減ったにもかかわらず、資本金100億円以上の大阪本社企業が減少した要因とも言える。すなわち、2004～2009年にかけては、ダスキン、共英製鋼、岩井証券といった企業の上場があり、大阪ソーダ、沢井製薬、ラウンドワン、ロイヤルホテル、住友倉庫、住金物産が増資により資本金100億円以上となるなど「新規」件数が増加した。しかし、2009～2014年にかけては、そうしたケースが3社（アンジェスＭＧ、Paltac、因幡電機産業）に留まり、広がりを持たなかったのである。
図４　各期間における本社移動状況
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（出所）図２と同じ。
（注）「新規」は、設立、増資等により新たに資本金100億円以上になった企業。「流入」は、分類の段階がⅣ（Ⅱ、Ⅲ）からⅠ（Ⅱ、Ⅲ）の方向へ向った企業。「流出」は、分類の段階がⅠ（Ⅱ、Ⅲ）からⅣ（Ⅱ、Ⅲ）の方向へ向った企業。「対象外」は、減資や倒産により集計の対象外となった企業。
５．おわりに
　資本金100億円以上の大企業の本社機能の立地は、地域経済において極めて大きな影響を及ぼすものであるが、その立地は東京都に集中している。その傾向は、企業合併等によって2000年代以降に強まった。その一方で、大阪府では、そうした大企業の本社機能の府外への流出が続いている。2010年以降では、そうした流出の勢いがやや弱まったものの、新たに資本金100億円以上の企業へと成長する企業も減少している。本社機能流出の抑制と並んで、域内企業の成長を加速させることが地域経済の発展にとって重要である。
（町田　光弘）
� 大阪府立産業開発研究所（2004）『大阪における企業の本社機能－企業の本社機能に関するアンケート調査結果報告書』平成16年3月。


� 大阪産業経済リサーチセンター『なにわの経済データ　統計でみる大阪経済』各年度版。大阪産業経済リサーチセンター（2011）『大阪の経済成長と産業構造』平成23年3月、pp.38-40，76-79。町田光弘（2012）「本社機能の地域的分布」『産開研論集』第24号、平成24年3月、pp.33-40。


� 国内における本社移転だけでなく、国外への本社機能の移転も続いている。特に、シンガポールへ事業部門や本社機能を移転する企業が2010年以降、相次いでいるとされ、HOYAがCEOオフィスを移転した事例などが紹介されている（「日本経済新聞」2015年4月15日）。


� 本社移転の決定要因の最近の研究成果としては、松浦寿幸「日本企業の本社部門の立地について　－本社移転の決定要因と生産性による選別」公益社団法人日本経済研究センター研究本部『日本経済研究』第72号（2015年3月）がある。経済産業省『企業活動基本調査』から作成したパネルデータを用いて、東京へ移転する企業も多いが、東京から転出する企業も少なくないことや、同業他社の本社集積や熟練労働者の集積などが、本社立地要因として重要であることを示している。


� 帝国データバンク「特別企画：東京都・本社移転企業調査」2015年4月7日　� HYPERLINK "http://www.tdb.co.jp/report/watching/press/pdf/p150404.pdf" �http://www.tdb.co.jp/report/watching/press/pdf/p150404.pdf�


� 同期間における東京都から(へ)の転出入先は、ともに神奈川県、埼玉県、千葉県の順に多く、近隣県との行き来が多いが、4番目にはともに大阪府が位置している。ただし、大阪府からの転入が659社であるのに対して、大阪府への転出は287社で、大阪府から東京都へと流出する企業の方が多い。


� 2002年から2012年にかけての都道府県をまたがる転出入に関して、東京都の転出企業超過数2,891社、大阪府は同1,154社であった（帝国データバンク大阪支社（2012）「特別企画：大阪府　本社『転入転出企業』の実態調査」2012年3月28日）。� HYPERLINK "http://www.tdb.co.jp/report/watching/press/pdf/s120303_58.pdf" �http://www.tdb.co.jp/report/watching/press/pdf/s120303_58.pdf�





� 2002年～2011年までの10年間の大阪府から転出した企業の売上高合計は14兆683億円、転入してきた企業の売上高合計3兆4,500億円を10兆6,183億円も上回っている（帝国データバンク大阪支社（2012））とされることから、東京都と異なり、規模の大きな企業は転出の方が多いとみられる。


� 大日本住友製薬は、「大阪本社より約110人多い約550人が東京支社に勤務。事業戦略部や海外営業部などグローバル戦略を担う部門約60人を東京に移す」と報じられた（「産経新聞」2013年7月2日）。
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